
避難確保計画　Ｑ＆Ａ
	Ｑ１
	避難確保計画の作成と避難訓練の実施が義務となる施設とはどのような施設か？

	Ａ１
	避難確保計画の作成と避難訓練の実施が義務付けられるのは、浸水想定区域内または土砂災害警戒区域内にある施設で、「台東区地域防災計画」に施設の名称と所在地が定められている要配慮者利用施設です。想定される要配慮者利用施設の類型一覧は、台東区のホームページに掲載しています。
　※対象施設につきましては、別途個々にご連絡いたします。

	Ｑ２
	要配慮者利用施設とは？

	Ａ２
	社会福祉施設、学校、医療施設など、主に防災上の配慮を要する方が利用する施設を指します。

	Ｑ３
	対象施設になると、どのような義務が課されるのか？

	Ａ３
	平成２９年の水防法改正により、地域防災計画に定められた施設の管理者等は、施設利用者の水害時の避難確保を図るため、避難確保計画の作成と、水害時の利用者の避難誘導等を想定した訓練の実施が義務付けられています。
また、避難確保計画を作成・変更したときや、自衛水防組織について設置・変更したときは、遅延なく区に報告することが義務付けられています。

	Ｑ４
	避難確保計画の作成は、要配慮者利用施設の管理者と所有者のどちらが行うべきか？

	Ａ４
	水害時に、施設の危機管理において適切な対応ができる方による作成が望ましいため、施設の管理者が作成等を行うことが基本となります。

	Ｑ５
	一つの建物に複数の要配慮者施設が存在する場合、それぞれの施設が避難確保計画を作成する必要があるのか？

	Ａ５
	基本的には、地域防災計画に位置づけられた施設ごとに作成する必要がありますが、複数の施設を1つの事業者が運営している場合などは、複数の施設が連携した避難確保計画を作成することも可能です。
（案１）※国土交通省　活用ツール⑧

個別計画で作成するか、一体的な計画として作成するかについては、施設の立地状況や周辺の水害リスク、利用者の特性や職員の体制等を踏まえて施設側での判断をお願いします。
（案２）※中央区
　相互に利用者や職員の状況が把握でき、一つの指揮系統のもとに避難誘導を図ることができる場合は、複数の施設について合同で計画を作成してもかまいません。

	Ｑ６
	施設が既に作成している「非常災害対策計画」や「消防計画」に必要な事項を追記すれば、避難確保計画を作成したことになるか？

	Ａ６
	避難確保計画は、消防計画等の既存の計画に、水防法施行規則第16条に定める必要事項を追記することで作成可能です。
詳細は「要配慮者利用施設に係る避難確保計画作成の手引き（洪水・内水・高潮編）」を参照してください。
なお、既存の計画に追記して避難確保計画を作成した場合も、水防法に基づき台東区への報告が必要となります。

	Ｑ７
	学校の「危機管理マニュアル」や「保育園防災マニュアル」に基づいて、風水害も対象に作成済みだが、別途作成が必要か？

	Ａ７
	既存の避難計画やマニュアル等がある場合、水防法施行規則第16条にある内容が含まれているかについて確認が必要です。記載すべき内容が含まれている場合は、別途作成する必要はありません。
含まれていない事項がある場合、不足事項を追記することで、避難確保計画を作成することができます。
なお、既存の計画に追記して避難確保計画を作成した場合も、水防法に基づき台東区への報告が必要となります。

	Ｑ８
	区のひな型以外の避難確保計画の様式を用いて計画を作成しても良いか？

	Ａ８
	避難確保計画の必要事項が記載されていれば、区のひな型以外の様式で作成しても問題ありません。
区のひな型は、国土交通省が作成した様式等を基に、できるだけ簡単に作成していただけるよう必要事項を厳選しています。また、利用者や職員の皆さんへの周知に活用していただけるよう、施設内に掲示しやすい様式としています。
区のホームページに、国土交通省の様式も掲載しています。

	Ｑ９
	パソコン操作が苦手なので紙で提出してもよいか？

	Ａ９
	紙での提出も可能です。電子申請・メール・郵送・持参の４つの方法のいずれかご都合の良い方法でご提出ください。尚、不鮮明になる可能性があるため、ＦＡＸでの提出は受付できません。

	Ｑ10
	計画はいつまでに作成すれば良いのか？

	Ａ１０
	令和３年〇月までに通知した施設については、令和〇年〇月末日までに提出をお願いしています。期限に間に合わない場合等は、随時ご相談ください。

	Ｑ11
	計画を提出しなかった場合はどうなるのか？

	Ａ１1
	要配慮者利用施設の利用者の水害時における避難確保を図る観点から、計画を作成していない施設の管理者に対しては、区も作成を呼びかけます。計画の作成方法がわからない場合は、区にご相談ください。

※水防法では、避難確保計画を作成していない施設管理者等に対して、期限を定めて作成することを求めるなどの指示を行い、正当な理由がなくその指示に従わなかった場合には、その旨を公表できることになっています。

	Ｑ12
	提出した避難確保計画に変更が生じた場合は、どうすれば良いか。

	Ａ12
	「避難確保計画作成（変更）報告書」に変更内容を記載の上、変更した避難確保計画とあわせて再提出してください。（様式や提出方法はホームページをご確認ください）

	Ｑ13
	変更が生じた場合、いつまでに提出すれば良いか。

	Ａ13
	何日以内という決まりはありませんが、速やかにご提出ください。

	Q14
	自衛水防組織について設置・変更したときは、どのように区に報告すればよいか。

	A14
	報告様式や提出方法についてのご案内をいたしますので、まずは区にご連絡をお願いします。
※自衛水防組織について設置・変更したときは、遅延なく区に報告することが義務付けられています。
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